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Ⅰ　はじめに：問題の所在と課題の設定 
　ⅰ）責任能力なき精神障害者が不法行為を
した場合、民法713条はその者を免責した上
で、民法714条 1 項よりその監督義務者に賠
償責任を負わせるとすることで、被害者を救
済している。従来、この民法714条の監督義
務者責任は「家族関係の特殊性」という根拠
から広く認められてきた（1）。しかし、精神障
害者に関しては社会で対応していくという流
れの中にある今日において、そうした根拠に
よって家族に監督義務者責任を広く負わせる
ことには無理がある（2）。このことを映し出し
た事件が、高齢による認知症患者が列車と衝
突して鉄道会社に損害を与えたという最判平
成28年 3 月 1 日民集70巻 3 号681頁である。
これにより家族といえども直ちに民法714条
1 項の法定監督義務者に該当するわけではな
いということが明らかにされた。もっとも、
その一方で準監督義務者としての責任可能性
が示されたことで責任主体の範囲が曖昧なが
らも広げられたが、結局のところ、この問題
において被害者救済が困難となったことは確
かである（3）。こうした問題を見ると、精神障
害者の場合に関しては、民法714条の前提に
ある民法713条の在り方、すなわち責任能力
がなければ当然に免責されるとしてきた在り
方自体を問い直し、自ら賠償責任を負うとい
う選択肢を検討していくことも必要であろ

う（4）。もっとも、この選択肢を巡っては、こ
の事件が起きる前から 2 つの方法が提案され
てきた（5）。
　まずその 1 つが民法713条（及び712条）を
維持した上で衡平責任を導入するという方法
であるが、これを最初に具体的な形で提言し
たのが星野英一教授である。星野教授は、民
法713条の 2 として「前二条の規定により無
能力者に責任がない場合において、当事者間
の衡平を図るため必要があると認められると
きは、裁判所は、加害者の態様、加害者及び
その監督義務者の資力、被害者の経済状態そ
の他一切の事情を考慮して、無能力者に対
し、他人に加えた損害の全部または一部の賠
償を命ずることができる」という規定を加え
ることで（6）、責任能力なき精神障害者であっ
ても例外的に賠償責任が肯定される余地があ
ることを提案した。
　そしてもう 1 つが民法713条を削除すると
いう方法であるが、近年の学説の中には、民
法713条の免責が政策的理由によるものであ
ることに着目して、これを social role valorization

という新たな視点から捉え直して主張する見
解がある（7）。この見解を主張した久須本かお
り教授は、ノーマライゼーションが叫ばれる
中、社会的責任という面で精神障害者を保護
的に別異に扱うことで、かえって彼らに対す
る社会的差別を増幅・固定化させる可能性が
あるとの考え方を受けて、精神障害者であっ
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ても健常者と同じように扱うべきであり、そ
うすることが彼らを尊重することになるため
不当であるとは言えないと主張している。
もっとも、彼らの賠償責任を肯定することが
直ちに賠償金の確保につながるわけではない
ことから、事前に傷害保険に加入することで
対応するとし、また自己責任とすることで保
険を普及させることにもつながると主張して
いる（8）。
　ⅱ）このように、学説では精神障害者の賠
償責任の在り方を巡って 2 つの方法が提案さ
れているが、学説の趨勢としては、民法713
条を維持した上で衡平責任を導入するという
方法の方が優勢であり（9）、民法713条を削除
することには慎重である（10）。こうした趨勢
からすると、精神障害者に賠償責任を負わせ
るとしても、その前提としての民法713条の
免責を維持すること自体がもはや揺るぎない
方向性であるかのように見える（11）。しかし
ながら、諸外国、特にコモン・ロー諸国にお
いては、精神障害者に免責を認めるどころ
か、むしろ賠償責任を肯定することを原則と
していることからすると、民法713条削除と
いうアプローチを完全には排除し切れないだ
ろう（12）。もっとも、そうであるとしても、
そもそもなぜコモン・ロー諸国では、日本法
と異なって、賠償免責自体を排除し、賠償責
任を肯定するとの考え方が確立していったの
だろうか。その点に関してこれまでの研究に
おいて十分に明らかにされてこなかったが、
こうした分析を通じてそこでの特徴を踏まえ
ておくことが民法713条削除アプローチに
とっての基礎となるだろう。
　そこで、本稿では、精神障害者の賠償責任
を肯定する主義（以下、本稿では「賠償責任
肯定主義」と言う）を採用している例として
しばしば挙げられるアメリカ法、特に19世紀
に着目して、賠償責任肯定主義がどのような
プロセスを経て確立したのかを分析し、その
特徴を探っていく。もっとも、賠償責任肯定

主義はアメリカ以外のコモン・ロー諸国にお
いても採用されているが、アメリカでは19世
紀後半に賠償責任肯定主義の発祥地であるイ
ギリスに先駆けて過失責任原則を確立させ、
過失責任原則のもとで精神障害者の賠償責任
の免責を認めるべきかどうかを議論し、その
結果、賠償責任肯定主義を確立させたという
点で特色がある。なお、本来、時期を明確に
線引きできるわけではないが、紙幅との関係
から、賠償責任肯定主義が確立した19世紀ま
でに限定する（13）。
　以下において、まず、初期イギリス法にお
いて賠償責任肯定主義がどのように誕生し、
それがアメリカに継受された後にいかなる批
判を受けたのかということを分析する（Ⅱ）。
次いで、19世紀後半のアメリカにおいて過失
責任原則が確立する中で、学説上、精神障害
者の賠償責任・免責の肯否を巡ってどのよう
な議論がされたのか、またその直後のリー
ディングケースを通じて裁判所がどのような
判断をしているのかということを分析する

（Ⅲ）。最後に、19世紀のアメリカで確立した
賠償責任肯定主義における考え方の特徴を述
べた上で、日本法に対する示唆を得る（Ⅳ）。

Ⅱ　賠償責任肯定主義の形成─19世紀前
半まで─

1 ．初期イギリス訴訟方式に基づく損害賠償
責任

（1）厳格責任としての損害賠償とその漸次的
変容

　13世紀イギリスのコモン・ローでは訴訟方
式（forms of Action）という手続形式に重点
を置いた運用がされていた。そのため、被害
者が国王裁判所に訴えを提起するには、まず
大法官府（Chancery）が発行する王の令状

（Kingʼs writ）を得る必要があった（14）。不法
行為に対する救済として利用できる令状とし
てはトレスパス（不法侵害）があったが、原
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告がこの訴えを提起する場合、被告の行為が
暴力によるもの（vi et armis）であり、それ
が国王の平和に対する重大な侵害（contra 

pacem）であることを主張・立証する必要が
あった。このトレスパスは王国の平和を脅か
すという犯罪的性質が関係するものであった
ため、被告の行為に道徳的非難性がある場合
に被告は処罰された（15）。またそれに付随し
て損害賠償が原告に認められるようになった
が、ここでの損害賠償は原告の損害を填補す
るというよりも、損害賠償を通じて原告を精
神的に満足させることによって血の復讐を抑
制させるということに目的があったため、被
告に道徳的非難性があることは求められな
かった（16）。むしろ賠償責任の焦点は行為と
結果との間に因果関係があるのかどうか、ま
たその権利侵害が直接的結果であるのかどう
かという点にあり（17）、損害賠償は厳格責任
として認められていた（18）。
　このような厳格責任は当時の社会経済状況
においては適していたが、16世紀に新たな社
会的道徳的価値が出現したことで徐々に変容
していった（19）。その変容をもたらした要因
の 1 つが教会の存在であり、その影響を受け
て法は道徳と結びつき、賠償責任の焦点が加
害者の行為結果から心理状態へと徐々に移っ
ていった（20）。またもう 1 つ要因としては商
業及び産業革命の影響があり、産業が発展し
ていく中で文明を進歩・発展させるための活
動に対して過失（fault）がないまま責任を負
わせることは不当な不利益をもたらすと考え
られるようになった（21）。裁判所はトレスパ
ス 訴 訟 に お い て 先 例 遵 守（respect for 

precedent）をすることで厳格責任をしばら
くは維持していたが（22）、やがて裁判所は被
告 に 完 全 に 過 失 が な い「不 可 避 的 事 故

（inevitable accident）」に関しては “ 免責事由
（excuse）” として主張・立証していく余地を
認め始め（23）、厳格責任の在り方が揺らいで
いくことになった。

（2）1616年の Weaver v. Ward 判決における
傍論

　こうした不可避的事故の抗弁の肯否が争わ
れる過渡期の中で、偶然にも精神障害者の賠
償責任肯定主義が生成された。この原則につ
いて初めて言及されたのが1616年の Weaver v. 

Ward 判決である（24）。本件は、X と Y が軍事
演習中に小競り合いをする中で Y が無意識
に銃を X に発砲して X を負傷させたため、X

が Y に対して暴行を理由とするトレスパス
訴訟を起こしたというものである。もっと
も、ここで留意すべきことは、本件では精神
障害の抗弁の肯否を直接の争点としていたわ
けではなく、不可避的事故の抗弁の肯否を争
う中で裁判所が傍論として言及したに過ぎな
いということである。本件裁判所は本件事故
が不可避的ではなかったとして X に損害賠
償を認めるが、その中で精神障害者の賠償責
任について以下のように述べている。

「重罪（felony）は意思をもって重罪（animo 

felonico）を犯さなければならないので、も
し精神障害者（lunatick）が人を殺した場合、
またそれと同様の場合、これは重罪ではない
ものとする。しかし、侵害や損害に従って損
害賠償を与えるだけという傾向があるトレス
パスの場合、そうではない。それゆえ、もし
精神障害者が人を傷つけた場合、彼はトレス
パスについて責任を負わなければならない。
それゆえに完全に過失（fault）がないものと
判断され得る場合を除いて、だれしもトレス
パスから免責されないものとする（これは免
責事由という性質であり、正当化事由という
性質ではない（prout ei bene licuit））（25）。」

　このように、裁判所は、傍論として、精神
障害者であってもトレスパス上の賠償責任が
肯定されることを明確にしているが、その根
拠が被害者への侵害や損害にあると述べてい
ることからもわかるように、この原則は厳格
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責任という特徴から導き出されたものであ
る。したがって、賠償責任の場合、刑事責任
と同じように、加害者の意思的事情を理由に
して賠償免責を争う余地がなかった。もっと
も、そうであっても、後には本判決の傍論が
この種の事件の先例として挙げられていくこ
とになる。

2 ．初期アメリカにおける賠償責任肯定主義
の継受

（1）賠償責任と賠償額算定における精神障害
の考慮

　ⅰ）アメリカではイギリス法を継受したこ
とから、各州裁判所において賠償責任肯定主
義が採用された。このことを示す初期の事例
として、例えば、ヴァーモンド州最高裁によ
る1845年の Morse v. Crawford 判決がある（26）。
本件は、Y が X から預かっていた雄牛を殺し
たため、X が Y に対して雄牛殺害に関する損
害賠償を求めて動産侵害訴訟（trover）を提
起したというものである。Y は X から雄牛を
寄託した時だけでなく、雄牛を殺害した時も
精神障害であったこと、また Y が精神障害
者であることを X は知っていたことから、X

には損害を回復する権利が認めらないと主張
した。しかし、陪審が X 勝訴の評決を答申
したため、Y は異議を申し立てたが、本件州
最高裁は以下のように述べて Y の主張を退
けた。

「精神障害者（lunatic）は刑法で（criminally）罰
せられることはないが、自ら為した不法行為
（tort）については責任を負う、というのが一
般的原則である。他人の行為によって権利侵
害を受けた場合、たとえそれが誤ってなされ
た、あるいは意図（design）なく為されたと
しても、これはトレスパスである。それ故
に、なぜ精神障害者が責任を負わされるべき
ではないのか理由がない（27）。」

　このように、本件州最高裁も賠償責任が刑
事責任とは異なることを前提にして、トレス
パス上の賠償責任に関しては加害者の意思に
関係なく肯定されると判断している（28）。結
局、アメリカでも賠償責任が厳格責任である
ため、加害者に精神障害という事情があった
としても、精神障害による賠償免責を認める
余地がなかった。
　ⅱ）しかし、陪審による賠償額算定レベル
では加害者の精神障害という事情が考慮され
る余地があり、その点では精神障害の事情を
争うことに意味があった。このことを示す事
例として、例えばニューヨーク州最高法院に
よる1848年の Krom v. Schoonmaker 判決を見
てみよう。本件 X は訴追請求状（complaint）
がないまま Y 判事が発行した虚偽の逮捕令
状のもと不法監禁されたため、X が Y に損害
賠償を請求したというものである。本件裁判
所は陪審に対して、実損害以上の評決を正当
化するには Y が令状発行時に正気（sane）で
あったことが必要であると説示した。これを
受けて陪審は X に350ドルの損害賠償金を与
える評決を下したが、Y がこの点を巡ってそ
の再審理を求めた（29）。本件では Y の精神障
害の有無が実損害以上の賠償を認めるかどう
かに影響するため、その有無が重要な争点と
なったが、この点について本件州最高法院は
以下のように述べている。

「精神障害者（lunatic）は犯罪については罰
せられないが、他人に加えた損害については
訴えることができる。彼は合理的で自由意思
による行動ができる、自由な主体ではない。
それゆえ、彼には犯罪のまさに本質である犯
罪的意図（guilty intent）をもつ能力がない。
しかし、損害に対する損害賠償を請求する民
事訴訟は、為した行為に伴う意図（intent）
は重要ではないため、彼に対する訴訟が維持
されうる。しかし、この区別の基になる原則
は、民事訴訟における損害賠償額の算定にも
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影響が及ぶ。通常、人身損害訴訟において、
損害賠償額は、少なくともかなりの程度で、
行為を行う当事者に影響を与えた動機によっ
て決定される。…（中略）…しかし、精神障
害者に関しては、彼に適切な意思（will）が
ないため、彼の不法行為訴訟における唯一の
適切な損害賠償算定基準は被害者への単なる
填補ということになる（30）。」

　このように、本件州最高法院は、賠償責任
レベルでは加害者の意思が何ら影響しないと
しつつも、陪審による賠償額算定レベルでは
それが考慮されるとしている。すなわち、通
常の場合であれば、加害者の動機（故意、害
意、挑発による興奮）により損害賠償額が増
減するが、精神障害者の場合には合理的自由
意思がないため、賠償額の増額調整はなく、
賠償額が填補の範囲に留まるとしており、こ
の点では精神障害という事情が考慮されてい
る（31）。

（2）セジュウィックによる免責肯定説
　このような賠償責任の在り方に対して批判
がないわけではなった。これを痛烈に批判し
たのがセジュウィック（Theodore Sedgwick）
である。彼は “A TREATISE ON THE MEASURE OF 

DAMAGES” という著書の中で加害者の意思が
直結する懲罰的損害賠償を説明しているが、
そこから「被告の意図（intent）が損害賠償
に関して重要であるということは、我々の法
において常に認識されてきた」にもかかわら
ず、実際には「意図の問題は損害賠償額の軽
減や加重の中で主張されているだけである」
との問題を指摘している（32）。こうした認識
のもと、トレスパスにおいて加害者の意思に
関係なく精神障害者の賠償責任を肯定してい
ることに対して、上述した Morse v. Crawford

事件及び Krom v. Schoonmaker 事件を引用し
つつ、次のように批判した。
　

「道徳的見地から、これは決して許されるべ
きではなかった。健常な精神状態の（compos 

mentis）場合、意図が決定的ではないけれど
も、それでもやはり、自らの行為の結果を予
見しかつ身を守る能力のある当事者の行為が
罰される行為である。そして不可避的事故は
常に免責事由であると考えられてきた。精神
障害者の場合、法の介入を求めることは健全
な政策（good policy）ではないということ、
そして精神障害者による行為は不可避的事故
と呼ばれる事件の類に属しているということ
が強く求められるだろう（33）。」

　このように、彼は、加害者の意思は賠償額
算定という事実問題レベルで斟酌されるもの
ではなく、賠償責任という法的レベルで考慮
されるべきであるということ、またその責任
判断にあたって「意図」までは求めないとし
ても、「自らの行為の結果を予見しかつ身を
守る能力」の有無を基準とすべきであると主
張している。そしてこれを前提にするなら
ば、そうした能力がない精神障害者の行為は
不可避的事故と同じものと位置付けられるた
め免責されるべきであるとして、伝統的な賠
償責任の在り方に対して根本的な批判をして
いる。このような彼の加害者の意思に着目し
た批判はその後の実体的議論へと展開してい
く端緒となった点では重要な意義があった
が、この時点では厳格責任が支配する状況で
あったため、直ちに受け入れられることはな
く、その見直しに迫る批判とはならなかった。

Ⅲ　賠償責任肯定主義の確立─19世紀後
半─

1 ．精神障害者の賠償免責を巡る学説上の論争

（1）訴訟方式から実体的不法行為法への移行
　しかし、19世紀中頃から賠償責任肯定主義
を巡る議論状況が一転した。その重大な契機
となったのがBrown v. Kendall判決であり（34）、
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それを機に「過失なければ責任なし」が一般
原則となり、被害者の損害に焦点を当てた厳
格責任としての在り方が揺らいだ（35）。また
厳格責任の根源となっていた訴訟方式を廃止
し、従来の技術的な訴答を改革したこともそ
の一因であった（36）。その結果、訴訟方式に
よる区別よりも、故意と過失との区別にこそ
意義があると考えられるようになった。そし
てコモン・ロー上の暴行に関するトレスパス
の訴訟方式は暴行という意図的不法行為へ、
また過失・不履行に関する特殊主張侵害訴訟
という訴訟方式は過失不法行為へと実体法的
に分類されていった。このように被害者の損
害から加害者の故意・過失へと帰責根拠が移
行していく中では、これらの帰責根拠がいず
れも被告の道徳的有責性（moral fault）にあ
るとの示唆をしているかのように見えた（37）。
そして民事責任と刑事責任の目的は何か、不
法行為としての権利侵害行為が犯罪としての
それと同じであるのかどうか、といった新た
な実体法的問題を浮上させることになった（38）。
　とりわけ精神障害者による不法行為との関
係では、精神障害者であっても従来通りに賠
償責任を肯定していくのか、それとも刑法上
での責任無能力による免責抗弁（insanity 

defense）を賠償責任においても認めていく
のかどうかが問題となり、1880年以降に、特
に過失不法行為を念頭において議論され
た（39）。そしてその議論の先駆者となったの
が、ミシガン州最高裁主席判事でもあった
クーリー（Thomas M. Cooley）と、連邦最高
裁判事でもあったホームズ（Oliver Wendell 

Holmes）である。クーリーは精神障害者の
賠償免責を否定する論者であり、とりわけ彼
の見解は裁判所に賠償責任肯定主義を引き続
き正当化していくための根拠を与えるものと
なった。その一方、ホームズは精神障害者の
賠償免責を肯定する論者である。彼の見解は
裁判所の賠償責任肯定主義を変更させるには
至らなかったものの、その後の学説には影響

を与えた（40）。では、彼らはどのような主張
をしたのか。

（2）クーリーによる免責否定説とホームズに
よる免責肯定説

　ⅰ）まず、クーリーは1880年に出版した著
書 “A TREATISE ON THE LAW OF TORTS OR THE 

WRONGS WHICH ARISE INDEPENDENT OF CONTRACT”
の中で、精神障害者の賠償責任を肯定すべき
と主張した（41）。では、なぜ賠償責任が肯定
されるのか。この点に関して、彼は民事責任
と刑事責任の違いに着目している。すなわ
ち、刑事責任に関しては故意（intent）に基
づく加害者の処罰が目的であるため、それが
欠如する精神障害者に刑事責任を問うことが
できないが、賠償責任に関しては被害者の損
害填補が目的であるため刑事責任における責
任無能力の抗弁が妥当しないと言う（42）。
もっとも、彼は、精神障害者に賠償責任を負
わせるとしても、精神障害者が理性をコント
ロールできないにもかかわらず、通常人と同
様の注意及び予防措置を講ずる義務を負わせ
ることは困難・不公平な状況さえあるもの
の、結局のところ、この問題は誰が費用を負
担するのかという「政策の問題」であって、
この公共政策の問題は「一般の福祉」を最も
促進するルールが何であるかを考慮して解決
されねばならないと主張した（43）。
　では、彼はいかなる理由から精神障害者の
賠償責任を政策的に正当化したのか。彼はそ
の理由として次の点を挙げている（44）。第 1
に、精神障害者に財産がある場合にまで、そ
の結果・損害を公衆や被害者に負担させるこ
とは妥当でなく、むしろ不公平にすらなると
いう衡平上の理由である。第 2 に、精神障害
者が賠償責任を負うとすれば、いずれ彼らの
財産を承継することになる親族や近親の後見
人がその財産維持に努め、精神障害者による
自傷・他傷を抑制するためにより注意深く行
動する刺激を与えるという監督上の理由であ
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る。第 3 に、精神障害と害意を常に明確に区
別できているわけではなく、実際に刑事裁判
において精神障害者の責任無能力に対して不
評や困難があるにもかかわらず、民事裁判で
もそれを認めるならば同様の問題が生じると
いう判断・立証上の理由である。なお、当
時、これらの政策的理由の中で最も強力な理
由となったのが第 2 の理由であろうが、これ
に関しては改めて次の「 2 」の中で述べる（45）。
　ⅱ）その一方、ホームズは1881年に出版し
た “THE COMMON LAW” の中で、加害者が結果
回避措置を講ずることができるのかどうかと
いう点に着目した上で、精神障害者の賠償責
任を否定すべきと主張した（46）。すなわち、
彼によれば、そもそも人はみな他人への損害
発生を回避するための通常の能力を有するも
のと推定されるのが原則であり、これは責任
のルールであるだけでなく、道徳的根拠

（moral basis）でもあると言う。しかし、こ
の原則には例外があり、予防措置を講じるこ
とが不可能であると誰もが認識し得る明白な
欠陥がある場合には、その者がそうしなかっ
たことにつき責任があるとは判断されないと
言う。そしてその例外としては幼児、身体障
害者、精神障害者が挙げられるが、特に精神
障害者に関してはその判断をすることがより
難しい類型であるとした上で、精神障害が顕
著である場合には、罹患者は違反したルール
に従うことが明らかにできないので、良識

（good sense）において精神障害を免責事由
（excuse）として認める必要があると主張し
た。
　ⅲ）以上のように、両者の見解を見ると対
照的である。まず、クーリーは、賠償責任と
刑事責任が異なることを前提にして、賠償責
任に関しては「損害」填補を徹底すべきとの
考えのもと、過失の有無は抽象的に判断する
ゆえに、精神障害という個人的事情を考慮対
象にはしない。そのため、現実的には通常人
と同様の注意義務を求めることが困難であっ

たとしても、結局は政策の問題として正当化
されるというものであった。これに対して、
ホームズは、精神障害者に関しては例外的に
行為者本人の具体的な注意能力に着目して、
過失の有無を具体的に判断するとしている。
そのため、賠償責任の前提にある注意能力が
欠如する者であれば、免責によって賠償責任
から解放されると解している。もっとも、こ
の見解によるならば、クーリーが指摘したよ
うな精神障害の判断・証明困難という問題が
生じるが、ホームズはこの点を意識していな
いわけではなく、「顕著」な精神障害という
客観性を免責要件に取り込むことで一定の対
応をしている。しかしながら、仮にそうした
制限のもとで免責を認めていくとしても実際
には保護の余地がかなり狭くなり、免責が機
能しなくなるように思える。また、精神障害
による免責には法的根拠があるわけではな
く、単なる「良識」に求める点でその判断が
恣意的になりかねないという点でも、実際に
これを認めていくにはなお課題があったと言
える。

2 ．学説上の論争後における州裁判所の状況

（1）社会的背景としての優性思想の影響
　以上のように、精神障害者の賠償責任・免
責を巡って意見が分かれている学説とは対照
的に、州裁判所（ルイジアナ州を除く）にお
いては、精神障害者の賠償責任を躊躇なく肯
定していった（47）。では、なぜ裁判所ではこ
の立場が圧倒的な支持を得たのか。その理由
としては、いくつかの裁判所が明示している
ように、賠償責任肯定主義が既に確立したと
いう法形式的理由が挙げられる（48）。しかし、
それだけでなく、当時のアメリカ社会でもて
はやされていた社会思想のもとでは賠償責任
肯定主義を利用することがある意味で好都合
であったという社会的理由もある。すなわ
ち、この時期にはイギリスの哲学者ハーバー
ド・スペンサーによる「社会進化論（社会
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ダーウィニズム）」がもてはやされていた。
これはスペンサーがイギリスの生物学者ダー
ウィンによる「種の起源」を人間社会に応用
したものであるが、これによれば激しい競争
を勝ち抜いた成功者は生存競争の適者とさ
れ、敗者は切り捨てられると考えられた（49）。
　こうした流れの延長上に「優生思想」が
あった（50）。そしてこの思想のもと19世紀末ま
でには、精神障害者の無能力（incompetence）
によって社会が無力にされる（swamp）との
偏見から、精神障害者は「社会にとっての脅
威」とさえ考えられるようになり、精神障害
者が実効性あるコントロール下に置かれてい
るかどうかが社会にとって重大な関心事と
なっていた（51）。このことを示しているのが
クーリーの見解である。彼の見解が裁判所に
影響を与えたことは上述したが、その彼が著
書の中で「国家は全体として、無能力者はみ
な適切かつ責任ある後見人の監督下にあると
いうことを深く気にかけている。後見人の職
務は、無能力者を世話することであり、彼等
の状態から生じる可能性のある侵害から自
分自身及び公衆を守ることである」と述べ
ていることからも、当時の状況が読み取れ
るだろう（52）。このような懸念はやがて精神
障害者を断種し、社会から隔離した場合にの
み災難が回避できると主張する「優生学運動

（eugenics movement）」へと展開していくこ
とになるが（53）、この時期に精神障害者を断
種し、施設に隔離する多数の法律が可決され
たことからすると（54）、そうした懸念が当時
の社会で共有されていたと言える（55）。また
裁判所でも、不法行為責任という脅威を通じ
て親族や後見人が精神障害者を施設に入れる
ように誘導していくことを判決の中で示すよ
うになった（56）。

（2） Williams v. Hays 判決における判断内容
　では、以上で見た社会的状況のもと、実際
に裁判所はどのように精神障害者の賠償責任

を判断していたのか。そこで、この問題に関
するリーディングケースとされるニューヨー
ク州最高上訴裁判所による1894年の Williams 

v. Hays 判決を見てみよう（57）。まず本件の事
実の概要は次の通りである。
　船の共同所有者の 1 人である Y は他の共
同所有者 A との契約のもと本件船での航海
中に嵐に遭遇した。Y は船を管理する立場に
あったが、 2 日以上の継続的勤務により疲労
していたためキャビンに行き、船を仲間と乗
組員に任せた上で、キニーネを大量に服用し
て横たわった。Y の仲間は舵が壊れて使えな
くなっていることを発見したため、Y に手助
けを求めに行ったが、Y はそれを拒否し、船
を嵐から守る努力をしなかった。結局、船は
岸に漂流し、完全に破壊された。A の船の損
害は保険会社 X によって保証されたが、X

はその代位として Y に対し過失を理由とす
る損害賠償を求めた。そこで、Y は一時的に
心神喪失状態で意識不明であったため、起き
たことについて何も知らなったとして、船の
損害に関する賠償責任の免責を主張した。こ
の Y の主張に対してアール（Earl）判事は次
のように述べた。

「我々にとって〔その〕判断をするにあたっ
て重要な問題は、被告の精神障害が原告の主
張に対する抗弁となるかどうかということで
あるが、私は抗弁にならないと考える。精神
障害者は精神的に健常な者と同じように自ら
の不法行為について責任を負うというのが一
般的ルールであり、そのルールはすべての不
法行為に適用される。もっとも、害意による
もの、すなわち、文書誹毀、口頭誹毀、そし
て悪意訴追のように、実際のまたは見なされ
る故意が必須の構成要素である不法行為はお
そらく除かれる。それ以外のすべての不法行
為において意図は構成要素ではない。そのた
め行為者は何ら害意もなく、善良かつ健全な
目的で行為をしたけれども、行為者は責任を
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負う。法は、他人によって損害を被った者に
目を向けており、そして損害を惹き起こした
者の目的や精神的または肉体的条件を全く考
慮することなく、被害者を完全にすることを
求める。裁判官の意見の中に、精神障害者の
不法行為に関する責任にいくつかの根拠が
あった。 2 人の帰責性のない者のうちの 1
人が損害を負わなければならない場合、自ら
の行為により損害を惹き起こした者の行為に
損害を負わせなければならない、というルー
ルが引き合いに出されてきた。公共政策が責
任の強制を求めるので精神障害者の親族には
その者を拘束する動機があること、そして不
法行為者が他人に損害を惹き起こす自らの権
利侵害行為を弁護するために精神障害を装っ
たり、見せかけたりすることは許されないと
言われている。精神障害者は自らのその他の
不運に耐えているように、自らの不法行為に
よって惹き起こした損害を負担しなければな
らず、そのような損害の負担は他人に負わし
てはいけない（58）。」

　このように、アール判事は、精神障害者で
あっても、特に「故意」が必要となる一部の
不法行為類型を除いて賠償責任を負うとして
従来の方向性を変更しないことを表明してい
る。もっとも、ここで注目すべきことは、精
神障害者であっても賠償責任が肯定されると
いうことを説明するために、厳格責任時代に
出された先例・理由付けをもとにしていると
いうことである。この点を確認すると、ま
ず、上記において、この原則の焦点が被害者
の損害にあるため、その責任判断においては
加害者の目的や精神的・肉体的条件を全く考
慮することなく、被害者の損害を完全にする
と述べている。またその正当化理由の 1 つと
して、帰責性なき当事者であっても損害を惹
き起こした以上は責任を負うという理由を挙
げている。これらを見ると厳格責任を対象と
した説明と言えるが、この点をさらに明確に

しているのが次の部分である。

「不作為（non-feasance）の不法行為と失当
行為（misfeasance）の不法行為─純粋な過失
行為とトレスパス行為において、未成年者と
精神障害者の責任に関して区別はあり得な
い。責任の根拠は、不法行為によって惹き起
こされた損害にある。それは過失によるもの
であろうとトレスパスによるものであろうと
全く同じである。被害者は、トレスパスの場
合と同様に過失の場合においても補償を受け
る権利がある。そして無能力者は、権利と公
平の原理および公共政策の原理に基づいて、
過失の場合においても、トレスパスの場合と
全く同じように、損害を補償することに拘束
されねばならない。そして、私はその区別を
する事件がないと理解してきた（59）。」

　これは未成年であれ、精神障害者であれ、
不作為と失当行為、過失とトレスパスの責任
において区別されないというコモン・ロー原
則の立場を表明したものであるが、ここでも
賠償責任の根拠が、被害者の損害にあると述
べていることから、この原則が厳格責任を対
象としたものと言える。もっとも、その一方
で、過失責任を原則とした以上、その下で厳
格責任としての説明をどのように整合させる
のかということが問題となるが、アール判事
は過失責任について全く意識していないわけ
ではない。アール判事は、本件では Y が船
の航行・使用につき通常の注意力に拘束され
るということにつき誰も争っていないとしつ
つも、以下のように Y の過失が判断される
と述べている。

「それは、精神障害者、盲人、病人、あるい
はその他肉体的にまた精神的に不完全または
無能な者が払い得たような注意ではない。そ
のような者は法律上の合理的慎重さを備えた
者ではないし、彼はその基準を満たさない
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（furnish）。その標準人（standard man）とは
個々の者ではなく、通常の精神的および肉体
的能力及び通常の慎重さを備えた抽象的また
は理想的な者である。注意義務を評価される
特定の者はその基準を備えていない。彼は能
力と慎重さにおいて標準人を下回るかもしれ
ないが、法はそのことを考慮しない。むしろ
彼はその基準に達するべきであり、かつそれ
によって彼の義務が評価されるべきというこ
とを要求する（60）。」

　このように、アール判事は、その過失を判
断する場合には精神障害者であっても標準人
を基準とし、その基準を下回るとしてもそれ
を「考慮しない」とし、むしろ標準人「基準
に達するべき」とさえ述べている（61）。こう
した標準人基準による過失判断は、刑事責任
のように加害者の個人的事情を問題としない
とする点では厳格責任時代以降の先例の方向
性に沿ったものとは言える。しかしながら、
本件において、精神障害による免責が認めら
れず賠償責任を負うということを説明するた
めに、厳格責任時代の先例を不適切に持ち出
した点には問題がある。したがって、本判決
は精神障害者の過失を一応は判断したもので
はあるが、過失責任としては整合性のある説
明とはなっていない（62）。

Ⅳ　おわりに：19世紀アメリカ法からの
示唆

　以上、本稿では、精神障害者の賠償責任の
在り方を検討していくための基礎的考察とし
て、まずは精神障害者の賠償免責を否定して
いるアメリカ法に着目し、19世紀に賠償責任
肯定主義がどのように確立していったのかと
いうことを分析してきた。そこで、まずアメ
リカ法の特徴を述べる。
　ⅰ）第 1 の特徴としては、賠償責任に関し
ては被害者の「損害」填補を徹底していくこ
とにこそ意義があると考える点である。アメ

リカ法では、過失責任が原則となった後にお
いても、刑事責任に関しては加害者の故意を
根拠とする責任であるため、免責が認められ
る余地があるが、賠償責任に関しては被害者
の損害を填補するものであるため、刑事責任
と同じように加害者の意思に着目する免責を
認めるべきではないとの考え方が深く根付い
ている。またそれに関連して、過失判断にお
いて、通常人・合理人を基準とし、精神障害
という個人的事情を考慮した例外基準を認め
ないとしている点からも、被害者の損害填補
を徹底すべきとの考え方が見られる。もっと
も、これを明らかにした Williams v. Hays 判
決には理論的問題があるものの、その前提と
して示された精神障害者の賠償責任を肯定す
る政策的理由、すなわち 2 人の帰責性なき当
事者のうちの 1 人が損害を被った場合、損害
を惹き起こした者がその損害を負担しなけれ
ばならないという衡平上の理由や、精神障害
の偽装への懸念という判断・証明上の理由か
らも、そうした考え方が見られる（63）。
　第 2 に、親族・後見人の位置付け（賠償責
任者）にも特徴がある。すなわち、アメリカ
法では、親族・後見人は精神障害者の監督を
求められてはいるものの、賠償責任ある監督
義務者へと直ちに結び付けてられているわけ
ではない。むしろ、精神障害者の賠償責任を
肯定する正当化理由の中で示されているよう
に、精神障害者に賠償責任を負わせることで
将来取得し得る財産が減少するという不利益
を親族・後見人に負わせることによって、彼
らがより注意深く精神障害者を監督していく
ためのインセンティブを高めるという形にし
ているに過ぎない。もっとも、親族・後見人
に対して賠償責任を直接追及していく余地が
全くないわけではないが、過失責任原則との
関係から親族・後見人はあくまでも賠償責任
者としての直接的立場にはなく（64）、財産減
少という反射的不利益を受ける立場に留めて
いる。その結果、精神障害者の賠償責任の問
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題は加害者と被害者との二当事者間での問題
であるため、被害者は基本的には加害者であ
る精神障害者本人に賠償責任を求めざるを得
ない形となっている。こうした二当事者間の
問題として損害賠償を処理する意識は、上記
で述べた衡平上の理由からも示されている。
　ⅱ）このようなアメリカ法の特徴から、日
本法における精神障害者の賠償責任の在り方
に対して次のような示唆が得られるだろう。
　第 1 に、賠償免責を当然とする民法713条
の在り方に関する示唆である。日本法では、
民事責任と刑事責任では目的が異なると解す
る一方で、精神障害者の各責任の処理方法に
おいてその違いを反映させることなく、「責
任能力」の有無の問題に結びつけて、民事責
任の場合においてもそれが無ければ当然に免
責するとしている。この点に関して、アメリ
カ法が示していたように、民事責任と刑事責
任の目的がそれぞれ異なるのであれば、必ず
しも民事責任においても責任無能力による免
責を当然の帰結としておく必要はなく、民事
責任に関しては精神障害者の保護よりも被害
者の損害填補を優先していくことも有り得る
だろう。とりわけ、今日、民事上の責任能力
は、過失の客観化に伴って過失責任の論理的
前提として解されなくなった。またそれによ
る免責は政策的保護によるものとは言うもの
の、その背後にある精神障害者に対する考え
方や責任保険の普及を含めた社会状況も変化
している。こうした点も踏まえると、民法
713条の免責を当然とする在り方には再考す
る余地があるだろう（65）。
　第 2 に、監督義務者が補充的とはいえ責任
を負うものとして、当然に民法713条と一体
的に連結している民法714条責任の在り方に
関する示唆である。日本法では、精神障害者
による不法行為の問題は、民法713条による
免責の結果、民法 714 条による監督義務者の
賠償問題としてきた。さらにこの監督義務者
責任は「家族関係の特殊性」から無過失責任

的な厳しい責任を負わすことができると解さ
れてきた。しかしながら、アメリカ法が示し
ているように、精神障害者の不法行為責任を
その監督義務者の賠償責任問題へと直ちに結
び付ける形を当然視することには再考の余地
があるだろう。この点に関して、まずは精神
障害者と被害者での問題とし、それとは別
に、精神障害者の家族などに対して賠償責任
を追及していくのであれば、民法714条の監
督義務者の問題としてではなく、民法709条
の問題とした上でその者に具体的な予見可能
性及び結果回避可能性があったかどうかをも
とに処理していく方が妥当であるように思え
る（66）。
　もっとも、民法713条を削除し、精神障害
者に賠償責任を負わせるとしても、次に、そ
れによって実際にどれだけ被害者救済につな
げていくことができるのかということを検討
する必要がある。また、この点に関連して、
近年におけるアメリカの学説では通常人基準
による一律の判断をすることに対して修正を
求める見解が有力に主張されているが（67）、
こうした動きからすると、本当に健常者の場
合と全く同じ方法で単純に処理していってよ
いのか、それとも別の方法で処理すべきなの
かという点も踏まえた上でなお慎重に検討し
ていく必要がある。さらに、精神障害者の家
族などに対して民法709条に基づく監督義務
違反を追及していくとしても、具体的にその
監督義務がだれにまたどのような場合に発生
するのかなどの問題があるが、これらは今後
の検討課題としたい。

注
（1）　加藤一郎『不法行為』（有斐閣、1974年）159頁、

平井宜雄『債権各論Ⅱ 不法行為』（弘文堂、1992
年）214頁、水野紀子「精神疾患者の家族の監督責
任」町野朔先生古稀記念『刑事法・医事法の新た
な展開（下巻）』（信山社、2014年）249頁。なお、
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て責任無能力者は免責するものとした。その上
で、「是ヲ看護シ之ヲ監督致シマスル者ノ方ニ責
任ヲ負ハセルト云フコトヲ本則ニシテ置ク方ガド
ウモ穩カナモノデアラウ」として、諸外国の多数
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回－第百三十六回）』（商事法務、1984年）323－324
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商126巻 1 号（2002年）106頁・注12）、これを見る
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して導入されたわけではないと言えるだろう。 
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